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Abstract 
    Business environment Japanese enterprises are facing is in severe condition. Also, they are 
struggling against price competition involving with China and other Asian countries. Internationally, 
they are wedged between Western and Asian Countries.  Especially, research development growing 
rapidly, it has become indispensible to supply technology resources not only from inside but also from 
outside. The importance of industry-university cooperation is increasing. 
In this paper, comparison of the industry-university cooperation according to each technical field is 
discussed by utilizing government statistics about the trend of research collaboration from industrial 
sectors which can be an important indication of industry-university cooperation, as well as by 
considering organizational cooperation between universities and enterprises. 
 
要  約 
日本企業の置かれている経営環境は厳しい。国際的にも中国などアジア諸国にコスト面で追
い上げられ、欧米とアジア諸国に挟撃されている。特に、研究開発がスピードアップしている
現状では、技術資源を内部だけではなく、外部から調達することが必要不可欠になっており、
その一環として産学連携の重要性が増している。本稿では、産学連携の重要指標である技術分
野別共同研究動向について政府統計を活用しつつ、大学と民間企業が行う組織連携状況を把握
しつつ技術分野別の産学連携活動を比較した。 
 
 1 ．民間企業の研究開発と産学連携 
1990年代に入りグローバル競争により企業を取り巻く経営環境は、絶えざる変化を続けており、2000
年代も引き続き厳しい経営状態が続いていると言わざるお得ない。 
まず、図表１に示されるように総合電機メーカのおかれている状況をみると、売上高に比べて営業利
益率が、 5 ％前後の水準で推移している。これは、鉄鋼会社、自動車会社に比べて低水準であり、業界
別にみてもかなり厳しい状況にあることがわかる。一方、研究開発に基づく新製品開発が企業成長の鍵 
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出所：筆者作成 
図表１ 各業界の営業利益率と売上高の関係 
 
であるが、年々技術が高度化しているにもかかわらず、新製品ライフサイクルは短くなっている。各業
種別についてみても図表２のようにこの 5 年間の新製品のライフサイクルが短縮化しており、特に情報
通信分野に関連する業種では短縮化している。特に、家電分野では60％と短縮率は一段と厳しくなっ
ていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：経済産業省「2007年版ものづくり白書」 
図表２ 業種別製品ライフサイクルの短縮率 
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経営者としては、どのような製品を開発するか、さらに開発した製品をいつ市場に投入するかが成功
する鍵であり、このスピードとタイミングに関する判断はいよいよ重要になっており、新製品開発につい
てプロセス管理が重要であり製品開発フェーズ毎のマネジメントに関して注意を払わなければならない。 
特に、自社が競争優位に立つためにどの技術がどのタイミングで必要なのか正確に判断しなければな
らない。これまで、経営者は、自らが技術戦略を策定することが少なく判断を求められる事はなかった
が、技術の内部調達と外部調達の実行計画を策定しなければならない。産学連携もこの技術外部調達の
一環であり、連携大学と共同研究テーマを最適化させていくことが民間企業に求められている。 
 
 2 ．民間企業の研究活動と大学との共同研究 
日本の研究活動はどのようになっているのだろうか。図表３に示されるように年々堅調に増えている
ことがわかる。その研究費を分野別では情報通信分野、ライフサイエンス分野を押さえて 1 位を占めて
おり、金額でも占有率でも年々増加傾向にあることがわかる。この研究費総額のうち民間企業分は 8 割
を占めており、民間企業についても情報通信分野、次いでライフサイエンス分野が年々堅調に推移して
いる。また、この動きに合わせて民間企業と外部機関の連携も増加の一途を辿っている。これらの動き
に合わせて産学連携活動はどのようになっているだろうか。我が国では、1990年代末になり産学連携
は製品開発に果たす大学の役割が見直され、大学から民間企業への技術移転を中心に様々な政策が立案
されるようになった。特に、2004年度の国立大学法人化後は、産学連携を総合的にマネジメントする
産学連携本部を設立する動きが相次いでおり、大学と民間企業の共同研究や技術移転を総合的にサポー
トし民間企業との共同研究や技術移転の拡大に努めるようになっている。それでは、産学連携活動の現
状はどのようになっているだろうか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：総務省科学技術研究調査より作成 
図表３ 日本の研究費総額と分野別研究費の推移 
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産学連携の重要な指標である共同研究については、文部科学省「大学等における産学連携等実施状況」
で把握されており、その推移を図表４に示した。この事から国立大学の活動が大学全体の共同研究活動
の 8 割を越えており活動全体を代表しているとみて良いので本稿では国立大学について分析を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況」より作成 
図表４ 大学と企業の共同研究等実施状況 
 
国立大学では1999年に金額ベースで約60億円、約3000件だったものが、2008年で、約300億円、
14000件を超えるまでに飛躍的に増加している。これを2003年度～2008年度まで統計をライフサイエ
ンス、情報通信、ナノテクノロジー・材料、環境等の技術分野別に分け金額ベースでみたものが図表５
に示す。全体が増加しているのに対して、ライフサイエンスの占有率は増加傾向にあり30％と高率を
維持している。しかし、情報通信分野は占有率が年々減少しており、既に10％を割り込んでいる。共
同研究金額が飛躍的に増加するのに比べて順調に進んでいるとは言い難い状況にある。 
 
一方、図表６のように件数ベースでみても、ライフサイエンスは26％～28％の高率を維持している
のに対して、2003年度には約1000件であり、2008年度では1200件を超えているものの占有率では、金
額ベース同様減少傾向であることには変わりない。 
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出所：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況」より作成 
図表５ 技術分野別国立大学等と企業の共同研究等実施状況（金額） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況」より作成 
図表６ 技術分野別国立大学等と企業の共同研究等実施状況（件数） 
 
これらの統計を見る限り、情報通信分野に限っていえば産学連携活動はむしろ停滞又は後退している
と言って過言ではない。この状況については、 3 章において総合電機メーカの産学連携の具体的な取り
組みから述べてみたい。 
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 3 ．大学と民間企業の包括連携協力に関する分析 
前章で記したように産学連携のうち情報通信分野が全体からみると占有率も10％を切っており、減
少傾向にあることが定量的に明らかになったが、実際の協力内容はいかなるものであろうか。この実態
を明らかにするため先端技術開発を担っている総合電機メーカの産学連携活動の実態の調査を試みた。
対象とする企業は、情報通信分野をはじめ多分野の技術開発を行っている日立製作所、東芝、三菱電機、
富士通、NEC、パナソニック、シャープ、三洋電機の総合電機メーカを調査してみた。これらの企業
群は、2001年以降大学を中心に組織連携協定を締結して産学連携を進めている。この組織連携の取り
組みから、産学連携の活動内容を把握する事が出来る。 
経済産業省では、大学と民間企業の組織連携の状況を把握するために包括連携協力実施状況を調査し
ているが、経済産業省の作成した資料を元に各企業及び各大学のホームページ契約締結時期と連携内容
を照合しつつ作成したのが図表７である。 
組織連携の全件数は、経済産業省作成資料を元に各国立大学と製造業が連携している案件を抜き出し
た。その中で、総合電機メーカ（日立製作所、東芝、三菱電機、NEC、富士通、パナソニック、シャ
ープ、三洋電機）による活動をさらに抜き出し協力内容を記したものである。（総合電機メーカが対象
でも、明らかに人材養成や教育連携のみ協力である場合は対象から除外。） 
その中で、情報通信分野の取り組みが目的の案件について下線を付して区別した。なお、協力全体が
情報通信分野だけではなく複数分野に渡る場合、情報通信分野の件数は0.5件と換算して合計件数とし
ている。 
本図表から分かるように、連携先が総合電機メーカの場合でも情報通信分野が目的になっているもの
は、取り扱っている全件数の中で 2 割を切っている。 
さらに、総合電機メーカだけみても約半数でありライフサイエンス、環境、ナノテクノロジー・材料
といった情報通信分野以外の協力を進めている実態が浮かび上がってくる。総合電機メーカが産学連携
を行う場合は、情報通信分野以外での協力を行っていることの証左である。 
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図表７ 主要な国立大学と主要電機メーカの組織連携 
大 学 名 情報通信件数／全連携件数 締結時期 連携企業と主な内容 
北海道大学 0.5件／4件 2003.4.1 日立製作所「ナノテクノロジー、バイオテクノロジー分野」 
岩手大学 0件／1件   
東北大学 0.5件／5件 2006.1.19 日立製作所「電気、情報、材料、機械分野」 
群馬大学 0件／2件   
筑波大学 0件／1件 2004.3.24 日立製作所「分散型エネルギー、ロボティクス」 
2002.11頃 パナソニック「情報技術及び生活支援ロボット」 
200.4頃 三菱重工、石川島播磨重工、東芝、日立製作所連携「持続型社 会実現方法の研究」 
2005.4 三菱電機「防犯・減災の安全管理技術」 
2005.11.30 シャープ「有機半導体技術」 
東京大学 1.5件／5件 
2006.1.26 NEC「サービスに関する社会心理学的研究」 
2004.1.21 三菱電機「次世代先端デバイス技術」 
2004.1.21 三洋電機「次世代技術（水循環技術）」 
2004.1.21 富士通研究所「情報技術分野」 
東京工業大学 3件／9件 
2004.3.10 パナソニック「情報技術（半導体、ソフトウエア）分野」 
電気通信大学 0件／1件   
名古屋大学 0件／4件   
2002.8.1 
ローム、日立製作所、パイオニア、ＮＴＴ、三菱化学連携「次 
世代有機系エレクトニクスデバイス技術」 
2003.9頃 パナソニック「環境・エネルギー、情報技術分野」 京都大学 1.5件／4件 
2007.1 三菱電機「自立型セル生産ロボット」 
2003.12.3 
パナソニック「バイオテクノロジー、ナノテクノロジー、情報 
技術、人文・社会科学分野」 
2005.4.18 
日立製作所「情報通信、バイオメディカル、ものづくり基盤分 
野」 
大阪大学 1件／10件 
2009.3.3 シャープ「環境分野（廃棄物の再資源化）」 
広島大学 1件／4件 2003.1頃 NEC「半導体製造技術」 
2004.12.1 東芝「アナログ半導体の共同研究・開発」 
九州大学 1件／6件 
2005.11.21 日立製作所「エネルギー、医療分野」 
九州工業大学 0件／1件   
出所：本図表は、産業構造審議会産学連携小委員会の経済産業省作成資料を元に、総合電機メーカを抜き出し、各
国立大学及び総合電機メーカのホームページ等に基づき補正したものである。 
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 4 ．情報通信分野及びライフサイエンス分野の産学連携取り組みの違い 
 2 章、 3 章で述べたように情報通信分野が、研究費全体でみると増加しているにもかかわらず、産学
連携においては資金的にも、内容的にも退潮傾向が続いていることが明らかになった。このような差は、
いかに生じるのであろうか。図表８に情報通信とライフサイエンスの研究開発活動の違いを比較してみ
た。 
 
図表８ 情報通信分野とライフサイエンス分野の研究開発活動の違い 
 情 報 通 信 ライフサイエンス 
研究テーマ決定プロセス 製品開発プロセスと技術ローマップ
に従った研究テーマ決定 
製品開発の成功確率が低く、開発初期段階
では、様々な試行錯誤が必要 
要求される知識供給源 内部から供給  新知識は外部からも供給  
研究開発期間 短期間   長期間   
製品寿命 短期間   長期間    
大学への期待 期待は小さい  新技術を獲得するために期待は大きい 
 
図表８からわかるように情報通信分野では、技術ロードマップに基づく研究開発をタイミングよく行
わなければいけない。一方、ライフサイエンスでは研究開発成果が製品開発まで至る確率が低く、新し
いアイデアや可能性に対する大学への期待が大きいことがわかる。 
従って、情報通信分野が退潮であるのは、技術ロードマップ上、製品開発プロセスがはっきりしてお
り、プロセス管理が厳しい研究開発に大学を組み込んで計画が立てにくいことに起因していると考えら
れる。特に半導体等分野では、大学において産学連携を担っている教員は半導体事業を担当していた民
間企業出身者が多いという事実からも推測される。 
情報通信分野とライフサイエンス分野では、研究費活動の 2 大技術分野であり資金量も差はあまり見
られない。しかし、大学との共同研究には明らかな差がある。この技術分野別の構造を理解しながら、
理想的な民間企業と大学の産学連携システムを構築していかなければならない。 
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